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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期
第２四半期
連結累計期間

第27期
第２四半期
連結累計期間

第26期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 256,355 248,911 551,592

経常利益 （百万円） 6,014 6,000 14,284

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（百万円） 4,003 3,901 9,694

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,162 3,813 9,846

純資産額 （百万円） 25,795 31,749 29,389

総資産額 （百万円） 69,438 69,644 75,282

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 70.75 70.00 172.62

自己資本比率 （％） 36.9 45.5 39.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 14,957 10,248 17,988

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △728 △1,056 △2,126

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △16,099 △8,147 △17,252

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 1,420 2,946 1,901

 

回次
第26期
第２四半期
連結会計期間

第27期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 39.22 41.68

 
（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）

が判断したものであります。

 
 
（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成29年４～９月）におけるわが国経済は、政府の経済政策、日銀の金融緩和策の

継続等を背景に、雇用・所得環境の改善が進む中、個人消費に持ち直しの動きが見られ、緩やかな回復基調で推移

しております。一方、米国の政策動向、中国をはじめとするアジア新興国の経済情勢、地政学的リスクの高まり等

から、今後の景気については、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループ（当社および連結子会社）の主な事業分野である携帯電話等販売市場では、スマートフォン販売の

適正化に向けた取り組みが進み、過度な販売競争が減少する一方で、通信事業者による新料金プランの提供、サブ

ブランドやMVNO（仮想移動体通信事業者）の普及により、お客様の選択肢が広がりました。

このような事業環境下、当社グループの携帯電話等販売台数は、210万台と前年同期を上回り、スマートデバイ

スの販売比率は約８割となりました。

当社では、変形労働制を活用することによって、全社の生産性向上を図り、店舗においては、ESや定着率アップ

に向けて、定休日の設定や営業時間の短縮等の「働き方改革」を実施いたしました。また、女性の活躍に対する取

り組みを強化し、厚生労働大臣が認定する「えるぼし」の最高位を取得いたしました。さらに、各事業セグメント

において引き続き新たな収益基盤の構築に努めました。

全社の当第２四半期連結累計期間における業績につきましては、売上高2,489億11百万円（前年同期比2.9％

減）、営業利益59億47百万円（同0.7％減）、経常利益60億円（同0.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

39億１百万円（同2.5％減）となりました。

当第２四半期連結累計期間におけるセグメントごとの業績は次のとおりであります。
 
（モバイル事業）

モバイル事業においては、魅力的な新機種の発売や新たな料金プランと廉価版端末等の提供もあり、買い替え需

要が促進され、ショップへの来客数も増加いたしました。さらに、通信事業者のサブブランドやMVNO等の端末販売

も堅調に推移し、販売台数は前年同期を上回りましたが、商品構成の変化等に伴い、売上高は2,091億91百万円

（前年同期比2.1％減）となりました。

また、スマートデバイスの販売とともに、セキュリティ関連のコンテンツやアクセサリー等のスマートフォン関

連商材も提供するなど付加価値提案力を高めたことにより、売上総利益が増加いたしました。一方で、キャリア

ショップの強化に加え、サブブランドショップやMVNOショップ等を新設するなど、店舗投資を推進いたしました。

さらに、正社員化の促進、人財の採用や販売スタッフの教育・研修を推進するなど、将来を見据えた人財投資を積

極的に実施し、販売費及び一般管理費が増加した結果、営業利益は43億７百万円（同3.5％減）となりました。
 
（ソリューション事業）

法人向けモバイルソリューションにおいては、企業のスマートデバイスの導入・活用を積極的に提案した結果、

端末販売台数は増加いたしました。さらに、需要の高まりに対応するべく、ヘルプデスク事業の体制を強化するな

どソリューションサービスを拡充し、受注も増加させました。また、教育業界等特定の業界に向けて、各企業の

ニーズに即したソリューションサービスを推進いたしました。

固定回線系商材においては、独自ブランドの光アクセスサービス「TG光」の法人顧客数の拡大を目指し、新たな

パートナー企業の発掘や既存再卸先の育成など、販売力の強化に取り組みました。また、サービス内容やサポート

体制の拡充等、将来的な投資も引き続き実施いたしました。

この結果、売上高は119億62百万円（前年同期比14.9％増）、営業利益は９億33百万円（同12.5％増）となりま

した。
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（決済サービス事業他）

決済サービス事業においては、券面額を売上高とする電子マネー系商材から、受取手数料のみを売上高として計

上するギフトカードへと商品構成の変化が継続していることに加え、コンビニエンスストア等の既存販路の再編に

よる影響もあり、取扱高が減少いたしました。

海外事業においては、シンガポールでのギフトカード事業が堅調に推移しております。また、東南アジア地域で

の決済サービス事業拡大を目指し、シンガポールやマレーシアにおいて、ハウスカード事業の展開を進めました。

この結果、売上高は277億57百万円（前年同期比13.8％減）、営業利益は７億６百万円（同1.7％増）となりまし

た。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前第２四半期連

結累計期間末に比べ15億26百万円増加し、29億46百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、102億48百万円（前年同期比31.5％収入減）となりました。これは主に税金

等調整前四半期純利益で59億85百万円計上したこと、売上債権の増加22億87百万円、たな卸資産の減少85億８百

万円および、法人税等の支払額16億86百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、10億56百万円（同45.1％支出増）となりました。これは主に有形固定資産の

取得による支出５億28百万円、投資有価証券の取得による支出２億11百万円および、ソフトウエアの取得による

支出２億７百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、81億47百万円（同49.4％支出減）となりました。これは主に短期借入金の純

増減額35億円、長期借入金の返済による支出31億89百万円および、配当金の支払額14億53百万円によるものであ

ります。

（３）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月２日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 79,074,000 79,074,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 79,074,000 79,074,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 79,074,000 － 3,154 － 5,640
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 23,345,400 29.52

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 11,933,400 15.09

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,649,800 2.08

株式会社インフォサービス 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 1,143,000 1.44

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,009,000 1.27

ティーガイア従業員持株会 東京都渋谷区恵比寿四丁目１番18号 723,900 0.91

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN(CASHPB)

(常任代理人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED

KINGDOM

（東京都中央区日本橋一丁目９番１号）

585,600 0.74

GOVERNMENT OF NORWAY

(常任代理人　シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107

NO

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

567,524 0.71

MSIP CLIENT SECURITIES

(常任代理人　モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町一丁目９番７号）

510,199 0.64

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 500,892 0.63

計 － 41,968,715 53.07

（注）１．上記のうち、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有す

る株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

２．上記のほか、当社が保有している自己株式が23,345,796株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　23,345,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　55,725,000 557,250

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　　 3,300 － －

発行済株式総数 79,074,000 － －

総株主の議決権 － 557,250 －

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

㈱ティーガイア
東京都渋谷区恵比寿

四丁目1番18号
23,345,700 － 23,345,700 29.52

計 － 23,345,700 － 23,345,700 29.52

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,901 2,946

売掛金 ※１ 12,867 ※１ 15,156

商品 34,218 25,721

貯蔵品 80 68

未収入金 ※１ 10,399 ※１ 10,301

その他 2,177 2,311

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 61,641 56,500

固定資産   

有形固定資産 3,321 3,095

無形固定資産   

のれん 1,847 1,516

その他 1,233 1,332

無形固定資産合計 3,081 2,849

投資その他の資産   

敷金 4,342 4,362

その他 2,913 2,859

貸倒引当金 △17 △21

投資その他の資産合計 7,238 7,199

固定資産合計 13,641 13,144

資産合計 75,282 69,644

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 7,915 ※１ 6,812

短期借入金 8,332 4,832

1年内返済予定の長期借入金 5,503 4,628

未払金 ※１ 8,446 ※１ 7,861

未払法人税等 1,845 1,962

賞与引当金 1,747 1,812

短期解約損失引当金 164 116

その他 491 699

流動負債合計 34,446 28,725

固定負債   

長期借入金 9,244 6,930

退職給付に係る負債 374 371

資産除去債務 1,388 1,404

その他 439 464

固定負債合計 11,446 9,170

負債合計 45,892 37,895

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,154 3,154

資本剰余金 5,177 5,177

利益剰余金 42,232 44,684

自己株式 △21,526 △21,526

株主資本合計 29,037 31,489

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 321 230

為替換算調整勘定 6 6

その他の包括利益累計額合計 327 237

非支配株主持分 24 21

純資産合計 29,389 31,749

負債純資産合計 75,282 69,644
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 256,355 248,911

売上原価 227,194 218,905

売上総利益 29,160 30,006

販売費及び一般管理費 ※ 23,171 ※ 24,059

営業利益 5,989 5,947

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 4 6

持分法による投資利益 20 27

受取保険料 18 21

受取補償金 - 17

その他 26 14

営業外収益合計 70 86

営業外費用   

支払利息 33 22

その他 12 10

営業外費用合計 46 33

経常利益 6,014 6,000

特別利益   

固定資産売却益 2 4

投資有価証券売却益 118 -

特別利益合計 121 4

特別損失   

固定資産除却損 16 9

固定資産売却損 0 9

特別損失合計 16 18

税金等調整前四半期純利益 6,119 5,985

法人税、住民税及び事業税 1,971 1,895

法人税等調整額 106 186

法人税等合計 2,077 2,082

四半期純利益 4,041 3,903

非支配株主に帰属する四半期純利益 37 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,003 3,901

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 4,041 3,903

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 156 △90

為替換算調整勘定 △35 0

その他の包括利益合計 121 △89

四半期包括利益 4,162 3,813

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,124 3,811

非支配株主に係る四半期包括利益 37 2
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,119 5,985

減価償却費 774 828

のれん償却額 331 331

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 5

賞与引当金の増減額（△は減少） 30 65

短期解約損失引当金の増減額（△は減少） △51 △48

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6 △3

受取利息及び受取配当金 △5 △6

支払利息 33 22

持分法による投資損益（△は益） △20 △27

固定資産売却損益（△は益） △2 5

固定資産除却損 16 9

投資有価証券売却損益（△は益） △118 －

売上債権の増減額（△は増加） 10,431 △2,287

未収入金の増減額（△は増加） 1,043 98

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,061 8,508

仕入債務の増減額（△は減少） △1,239 △1,104

未払金の増減額（△は減少） △2,158 △493

その他 △269 51

小計 17,967 11,941

利息及び配当金の受取額 13 16

利息の支払額 △34 △23

法人税等の支払額 △2,987 △1,686

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,957 10,248

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △542 △528

有形固定資産の売却による収入 2 18

ソフトウエアの取得による支出 △152 △207

投資有価証券の取得による支出 △8 △211

投資有価証券の売却による収入 126 －

貸付けによる支出 △2 △1

貸付金の回収による収入 2 2

敷金の差入による支出 △157 △125

敷金の回収による収入 80 84

その他 △76 △88

投資活動によるキャッシュ・フロー △728 △1,056

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,350 △3,500

長期借入金の返済による支出 △4,064 △3,189

自己株式の取得による支出 △12,771 －

配当金の支払額 △1,546 △1,453

非支配株主への配当金の支払額 △67 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,099 △8,147

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,893 1,044

現金及び現金同等物の期首残高 3,314 1,901

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,420 ※ 2,946
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、ＰＣテクノロジー株式会社の株式を取得したことにより、関連会社に該当

することとなったため、同社を持分法適用の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１.営業債権債務等の相殺表示

　金融資産と金融負債のうち、同一の相手先に対する金銭債権と金銭債務であり、相殺が法的に有効で当社

が相殺する能力を有し、当社が相殺して決済する意思を有するという全ての要件を満たす場合には、四半期

連結貸借対照表において相殺して表示しております。

　相殺表示が行われる前の金額は、当四半期連結会計期間末では、売掛金52,000百万円、未収入金27,589百

万円、買掛金41,505百万円、未払金27,301百万円、前連結会計年度末では、売掛金64,139百万円、未収入金

30,960百万円、買掛金58,557百万円、未払金29,636百万円です。

　２.当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

当座貸越極度額 1,500百万円 3,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 1,500 3,500

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
   至 平成28年９月30日）

 当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
   至 平成29年９月30日）

役員報酬 121百万円 113百万円

従業員給料 4,549 6,996

臨時勤務者給与 3,978 1,202

賞与引当金繰入額 1,388 1,514

派遣人件費 2,186 2,935

運賃 152 162

その他の販売費 1,676 1,715

不動産賃借料 2,272 2,388

減価償却費 714 766

のれん償却額 331 331

業務委託費 318 394

その他 5,479 5,539
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 1,420百万円 2,946百万円

現金及び現金同等物 1,420 2,946

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,547 22.50 平成28年３月31日平成28年６月23日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 1,448 26.00 平成28年９月30日平成28年12月９日 利益剰余金

 
３.株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年２月22日開催の取締役会決議に基づく自己株式の公開買付けにより、平成28年４月13日

付で自己株式13,045,400株を取得いたしました。この結果、第１四半期連結累計期間において自己株式が

12,771百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が21,526百万円となっております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日

定時株主総会
普通株式 1,448 26.00 平成29年３月31日平成29年６月22日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月30日

取締役会
普通株式 1,532 27.50 平成29年９月30日平成29年12月４日 利益剰余金

 
３.株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他 合計

売上高 213,740 10,416 32,198 256,355

セグメント利益

（営業利益）
4,465 829 694 5,989

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書の営業利益は一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他 合計

売上高 209,191 11,962 27,757 248,911

セグメント利益

（営業利益）
4,307 933 706 5,947

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書の営業利益は一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 70円75銭 70円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
4,003 3,901

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（百万円）
4,003 3,901

普通株式の期中平均株式数（株） 56,583,680 55,728,204

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

(取得による企業結合）

当社は、SCSK株式会社より株式会社クオカードの全株式を取得し子会社とする株式譲渡契約を平成29年10月

30日付で締結いたしました。その概要は次の通りです。

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称、事業内容、規模

被取得企業の名称 事業内容 規模（平成29年３月期）

株式会社クオカード

カード（代金前払方式等）の発行・精算業

務、カード及びカード関連機器の販売並び

に保守業務

売上高 3,308百万円

資本金 1,810百万円

総資産 109,337百万円

 

（2）企業結合を行う主な理由

当社はコンビニエンスストアにてプリペイド式携帯電話およびプリペイドカードの販売を開始したこと

を契機に、PINを活用したプリペイド式電子マネーの販売、ギフトカードの販売と、決済サービスのディ

ストリビュータ事業を拡大してまいりました。

この決済サービス事業を携帯電話等販売事業に次ぐ中核事業と位置付け、本件株式取得を通じ、当社と

株式会社クオカードの有する顧客基盤と事業ノウハウを合わせることで、「QUOカード」の更なる発行拡

大と、コンビニエンスストアを中心とした店舗でのデジタル決済への対応により、当該事業分野のさらな

る拡大を図ることを目的としております。

（3）企業結合日

平成29年12月１日（株式取得予定日）

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

（6）取得する議決権比率

100%

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得予定のためであります。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 22,500百万円

取得原価  22,500百万円

（注）上記に記載されている取得原価は現時点の見込み額であり、実際の取得原価は上記と異なる場合

があります。

 

３．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー費用等　51百万円（概算額）

 

４．支払資金の調達方法

取得資金として、取引金融機関から22,500百万円の借入を行う予定となっております。

 

５．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

６．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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２【その他】

平成29年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・1,532百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・27円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成29年12月４日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成29年11月１日

株 式 会 社 テ ィ ー ガ イ ア   

　　　 取 締 役 会 御 中   

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川島　繁雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福土　直和　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ティー

ガイアの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティーガイア及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、ＳＣＳＫ株式会社より株式会社クオカードの全株式を取得し子会社

とする株式譲渡契約を平成29年10月30日付で締結した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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